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学位申請論文 Sustaining cooperation in public good games: An experimental analysis
審査委員は上記の学位申請論文について、申請者に対する口頭試問（2012 年 2 月 18 日）
を実施した。口頭試問への回答、予備審査に基づく修正要求への対応を含めて申請論文を
慎重に審査した結果、下記の評価に基づき同論文が博士学位にふさわしい論文と全員一致
で判定し、ここに報告を行う。
記
１．本論文の概要と構成
本論文では、公共財供給ゲームにおける人々の選択行動を、経済学実験を基に分析する
ことを目的にしている。公共財供給ゲームなどの社会的ジレンマ状況において、長期にわ
たって協力を維持するためには、暗黙の制度・慣習や公的な制度が必要であることが知ら
れている。このような制度の中で良く知られたものの一つは、協力をしない人に対し懲罰
を与える制度である。本論文では、この懲罰制度に焦点を当て、前半の第 2 章、第 3 章で
は個人が個人に対して懲罰を与える私的な懲罰制度を、後半の第 4 章、第 5 章では法によ
る規制などの公的な罰則制度を取り上げ、その制度の効果を実験により検証している。
第 2 章では、各期に他者による自分への懲罰の結果がわかる場合とわからない場合とを
比較し、戦略的な誘因以外のモチベーションが存在するかを分析している。実験では、ど
ちらの条件でも同じような懲罰行動が観察された。すなわち、戦略的誘因が少ないことが
わかった。また、懲罰の結果がわからない条件でもわかる場合と同様に、平均以下の貢献
をした人は貢献額を次期に上昇させる傾向が観察されたため、平均以下の貢献額に対する
懲罰を被験者が予想していたことが推論される。これらの実験結果は今までの研究にない
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新たな知見を与えている。
第 3 章では、公共財供給ゲームに付随して報酬を与える制度か懲罰を与える制度の選択
が可能な状況において、その選択の手続き(多数決か独裁的決定か)と制度選択のタイミン
グの人々の貢献額の決定に与える影響を実験により分析している。その結果、選択される
制度やそこでの人々の選択行動について、選択手続の影響はあまり大きくないが、制度選
択のタイミングは大きな影響を与えることが観察された。制度が貢献額決定前に定まる場
合は懲罰制度が選ばれ高い平均貢献額が観察され、一方、制度が貢献額決定後に定まる場
合は報酬制度が選ばれ低い平均貢献額が観察されることが報告されている。
第 4 章では、外生的懲罰制度付きの公共財供給ゲームにおいて、絶対的懲罰制度と相対
的懲罰制度の二つの制度を実験によって比較している。前者は、貢献額が基準に満たない
人が全員罰される制度で、後者はその中で一番貢献額が低い人が罰される制度である。理
論的には、ナッシュ均衡において前者より後者の方が等しいかそれ以上の貢献額を達成す
る。実験結果も理論予測とおおむね整合的であるが、均衡利得が最も高くなると予想され
る処理で平均貢献額が理論予測から乖離する現象が観察された。
第 5 章は、第 4 章で観察された乖離を Finite population Evolutionary Stable Strategy
（FESS）と均衡戦略との不一致という観点から説明することが可能であるかを検証して
いる。均衡が FESS である場合、被験者は均衡戦略を取り続け、そうではない場合は繰り
返しが進むと均衡戦略と異なる戦略を取る率が増加する傾向が観察された。また、均衡戦
略からの逸脱の増加は、各期の選択後に得られる情報の制限によって抑制されたことが観
察され、その結果が分析されている。すなわち、この結果は、人々の選択が均衡戦略に収
束するか否かは、被験者に与えられる情報と、均衡戦略と FESS の一致性が関係すること
が示唆される。この結果の解釈における、人々の他者にいだく envy に関する議論も興味
深い。
これらの成果は内外の学会、ワークショップ、研究会で報告され、様々の有益なコメン
トを得ている。各章の主たる内容は、第 5 章を除き、査読つき雑誌、国際学術誌に投稿さ
れ、下記に示すとおり、既掲載、修正要求に基づく修正中、あるいは審査中である。第 5
章の内容は、新しい内容であり、いまだ、投稿に向けて最終調整中であるが、その成果か
ら、査読付き雑誌に受理される可能性は高いと考える。
第 2 章の内容は“Sanctioning as a social norm: Expectations of non-strategic
sanctioning in a public goods game,” (with Jana Vyrastekova, Yukihiko Funaki) The
Journal of Socio-Economics, 40 (6), 919–928, 2011 として、すでに査読付き国際学術誌
に掲載されている。
第3章の内容は「公共財供給ゲームと内生的制度選択：選択手続きとタイミングの影響に
関する実験分析」(上條良夫氏と共著)として、査読付き雑誌である『早稲田政治経済学雑誌』
368号、 21-40 ページ (2007年) に掲載されたものを修正の上、英文に直したものである。
第4章の内容は“Sustaining cooperation in social dilemmas: Comparison of centralized
punishment institutions,” (with Yoshio Kamijo, Tsuyoshi Nihonsugi, Yukihiko Funaki)
GLOPE II Working Paper Series No. 45 (2010) を基にしており、現在、国際学術雑誌に
投稿中である。
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第5章の内容は“Learning away from the dominant strategy: experimental analysis of a
public goods game with punishment institution,” (with Yoshio Kamijo, Yukihiko
Funaki) mimeo. (2011) を基にしている。
本論文の構成は以下の通りである。
1 Introduction and overview
1.1 Introduction
1.2 Model of the public goods game
2 Expectation of non-strategic sanctioning
2.1 Introduction
2.2 The game and experimental design
2.2.1 The game
2.2.2 Experiment design
2.3 Data analysis
2.3.1 Contribution behavior
2.3.2 Sanctioning behavior
2.3.3 Contribution dynamics
2.4 Conclusions
3 Institution-selection
3.1 Introduction
3.2 Model
3.3 Experiment design
3.4 Results
3.4.1 Treatments with no institution selection
3.4.2 Treatments with institution selection
3.5 Discussion
4 Centralized punishment institution
4.1 Introduction
4.2 Model
4.2.1 Public goods game with centralized punishment institutions
4.2.2 Theoretical prediction
4.2.3 Optimal threshold
4.3 Experimental design
4.3.1 Subjects
4.3.2 Tasks and procedures
4.3.3 Treatments and theoretical predictions
4.4 Results
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4.4.1 The effect of thresholds in absolute punishment institutions
4.4.2 The effect of thresholds in relative punishment institutions
4.4.3 Comparison of absolute and relative punishment institutions
4.4.4 Discrepancies between the theory and experimental observations
4.5 Conclusion
5 Feedback in the absolute punishment
5.1 Introduction
5.2 Model
5.2.1 Applying FESS to the observations and discussions in Chapter 4
5.3 Experiment Design
5.4 Hypothesis
5.5 Results
5.6 Conclusion
6 Conclusion and further topics
Bibliography
２. 本論文の内容と学術的貢献
本論文では、公共財供給ゲームにおいて、人々の協力を高めるための制度及びその理由
を実験により考察している。公共財供給ゲームでは、意思決定主体は初期保有量の内どれ
だけの額を公共財に貢献するかを同時に決め、参加主体全員の合計貢献額の一定割合が貢
献額に関係なく全員に配分される。このゲームでは、一単位貢献した場合に得られる利得
はそれを貢献せずに残した場合の利得よりも少ないので、全く貢献しないことが強支配戦
略だが、一単位の貢献により社会全体で得られる総利得は、全員がそれを手元に残した場
合よりも大きくなるので、全員が初期保有量を全て貢献するのが社会全体にとって望まし
い結果となる。公共財供給ゲームに関する繰り返し実験では一般的に次のような結果が観
察されている。まず、一期目には理論予測よりも高い貢献額が観察される。しかし、意思
決定を繰り返し行うと人々の貢献額は徐々に減少していく。このような社会的ジレンマの
問題を長期にわたって解決するには、協力率を維持するための何らかの制度の導入が必要
である。このような制度の中で良く知られているものの一つは協力をしない人に対して罰
を与える制度である。本論文では、協力を維持する制度の中で、この懲罰制度に焦点を当
て、前半の第 2 章、第 3 章では個人が他の個人に対して罰を与える私的な懲罰制度を、後
半の第 4 章、第 5 章では法による規制などの公的な罰則制度を分析している。
第 2 章と第 3 章で扱う私的な懲罰制度に関し、多くの実験研究があるが、これらの研究
で取り扱われている制度では、まず公共財供給ゲームが行われ、その結果を知ったうえで
各被験者が他者に罰を与えるか否かの意思決定を行っている。ここで、懲罰を選択した場
合、懲罰をされる側だけでなく、懲罰をする側の利得も減少するため、サブゲーム完全均
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衡では懲罰は行われず、公共財供給ゲームのジレンマの構造は変わらないので理論的には
人々は貢献をしない。しかし、実験室実験の主要な結果をまとめると、この懲罰制度は貢
献額を維持するのに効果的である。被験者は懲罰を選択することも多く、その結果、この
ゲームを繰り返した場合でも貢献額は高水準で維持される。これは、将来における他者の
貢献額の増加を期待して懲罰を行うという戦略的な誘因が存在するためであると説明され
ることが多い。この章では、各期に他者による自分への懲罰の結果がわかる場合とわから
ない場合とを比較することによって、そのような戦略的な誘因以外のモチベーションが存
在するか否かを分析している。その結果、統計的に両者の貢献額の平均値に差はなく、懲
罰行動の多くは戦略的な誘因以外であることが結論されている。この結果は興味深く、さ
まざまな理由づけが考えられる。また、結果がわからない場合、人々は自分の貢献額が平
均よりも低いとそれを上昇させる傾向が観察されたため、他人のそのような懲罰行動を
人々が予想していたと考えられる。公共財供給ゲームにおける懲罰行動は戦略的要因以外
が主たるものであるという議論は多いが、それらは単に直感に基づく説明である場合が多
く、その議論を支持する実験結果として、本研究は興味深い。
第 3 章では人々が懲罰制度か報酬制度か選択可能とし、その選択手続き（多数決か独裁
的選択か）および選択のタイミングの比較実験を行っている。手続き的公平性の研究によ
ると、人々の行動は得られる結果のみならず、その結果が得られるまでの過程に依存する。
社会的ジレンマ状況では、当事者の合意によって導入された制度は、ジレンマの解消に有
効であることが先行研究で示唆されている。本章では、そのような制度選択の手続きとタ
イミングが社会的ジレンマの協力率にどのような影響を与えるのかを実験を用いて分析し
ている。その結果、選択手続の影響はあまり観察されなかったが、制度選択のタイミング
は、選択される制度やそこでの行動に大きな影響を与えることが観察されている。制度が
貢献額決定前に定まる場合は懲罰制度が選ばれ高い平均貢献額が観察され、一方、制度が
貢献額決定後に定まる場合は報酬制度が選ばれ低い平均貢献額が観察されることが報告さ
れている。
第 4 章、第 5 章では公的な罰則制度の分析を行っている。第 2 章、第 3 章のような私的
な懲罰制度は、集団が小さいときには有効であるが、プレイヤー間に社会的ジレンマ状況
以外の競争関係がある場合、プレイヤー間の匿名性が高い場合、二次的懲罰が可能な場合
などはうまくいかないことが知られている。また、現実的にも私的懲罰より、法制度等に
よる公的懲罰の方がより多く見受けられる。よって、私的懲罰だけではなく、公的な罰則
制度の研究を並行して行うことは重要である。
第 4 章では、公的懲罰制度として二つの罰則制度を取り上げ、それらを理論および実験
を用いて比較している。この二つの制度では、ある貢献額の閾値があり、貢献額がそれを
下回る場合は罰則を受ける可能性が生ずる。二つの制度の違いは、貢献額が閾値に満たな
い人の中で、閾値に満たない人全員が罰される（絶対的罰則制度）か、閾値に満たない人
の中で一番貢献額が低い人が罰される（相対的罰則制度）かである。理論的には、罰金額
や閾値などが等しい場合、前者より後者の方が等しいかそれ以上の貢献額がナッシュ均衡
で達成される。とくに、前者で協力しないことが均衡である場合でも後者ではある程度貢
献することが均衡になる。また、相対的懲罰制度の方が、懲罰のコストが低いと考えられ
るので、それも比較の対象となる。実験結果としては、絶対的罰則制度において、閾値に
関するある条件のもとでは人々は均衡戦略を取り続け、もう一つの条件の下では人々の行
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動は繰り返しと共に均衡戦略から逸脱していくことが観察されている。重要な点は、どち
らの均衡戦略も強支配戦略均衡であるが、その理論予測からの逸脱行動がよく見られたの
は、逸脱した者の利得が逸脱しない者の利得よりも高い場合である。この観察に基づき、
逸脱行動の主たる要因は逸脱者への envy であることが議論されており、興味深い知見で
ある。
第 5 章では、第 4 章で観察された最後の知見を説明する理由づけをより厳密に点検する
ための実験を行っている。この章では、条件の差異に対応する行動の違いを Finite
population evolutionary stable strategy (FESS)という理論的概念を用いて説明している。
均衡が FESS である場合、人々は均衡戦略を取り続け、そうではない場合は繰り返しと共
に均衡戦略からの逸脱行動が増加することが観察されている。さらに、均衡からの逸脱の
増加は、期ごとに得られる情報を制限することによって抑制されることが観察されている。
これは、情報の制限から他者への envy が抑制され、逸脱行動が減少したものと解釈され、
第 4 章の結果と整合的である。このように、情報の制限という実験計画により、均衡から
の乖離の合理的な説明を付加することができたことは大変に興味深い。
第 6 章では、これらの制度の問題点を考察し、関連する分野への貢献並びに今後の研究
について述べている。
３．予備審査における修正要求への対応
まず、博士論文のタイトルに関し、博士論文の内容の修正からタイトルと内容の齟齬が
指摘された。それに基づき、タイトルは “Sustaining cooperation in public good games:
An experimental analysis” と変更された。
さらに、予備審査において下記の改善点・修正点が要求され、それぞれ、以下のような
対応がなされた。
まず、第1章では、「Decentralized institutions と Centralized institutionsを定義し、
使い分けられているが、それは日本語概要の私的懲罰と公的懲罰の用語には対応していな
い。論文で使われている定義では、懲罰のレベルを、プレイヤーたち自身で決める制度が
Decentralized institutions、外部機関により与えられる制度が Centralized institutions
としているが、どちらの場合も、制度そのものは外生的に与えられており、プレイヤーが
他の制度を自ら構築することができない点では同じである。前者の私的懲罰システムを、
Decentralized institutions と呼んでよいのか再検討していただきたい」という指摘がなさ
れた。これに対し、論文では、decentralized は institution ではなく punishment を修飾
する語として意図したものであるとの著者の回答がなされたが、誤解が生じやすい表現で
あることは確かであるのでその表現を極力減らし、peer-to-peer や personal という表現に
変更された。Centralized の表現は誤解を生じないので、そのまま残されている。
さらに、「Decentralized sanctioning に関し、実験経済学の分野で多くの文献があるが、
現実にこのような制度を導入にして、うまく問題が解決されるようになったという実例に
ついてはあまり知られていないので、その点について考察をしていただきたい」という指
摘に対して、公共財供給の効率性を上げるためにそのような制度を導入した例をあげるこ
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とは難しいいう回答があったが、現実の世界で行われている人々の懲罰行動の役割や目的
について分析する議論が論文に加えられた。
その他のコメントとして、「この論文で扱っている支配戦略はすべて強支配であるので、
この点を明記すべきである」という点には、その指示に従っている。また、「punishment
と sanction の二つの用語が混同して用いられている印象がある。どちらかに用語を統一す
るべきである」という点については、論文では同じ意味として併用されていたので、基本
的に sanction は punishment へと変更し、sanctioning という表現など、動詞の sanction
は部分的に残すという対応がなされた。
次に第 2 章では、「secret treatment の実験計画の記述の詳細に関し、累積利得など各プ
レイヤーの知っている情報をより詳細に記述していただきたい。このとき、累積利得は懲
罰行動にほとんど関係しないことを明確にする文献あるいは知見を挙げていただきたい」
という指摘に対しては、実験デザインの 2.2.2 節に、より詳細な説明が加えられた。利得
の情報は Standard 条件でしか与えられていないため、そちらにだけ影響を与えている可
能性は否定できないが、Income については Standard 条件でも Feedback 情報としては与
えられておらず、また被験者に実験中利得の情報を書き取る指示は出していないため、
Income が被験者行動に与えた影響は少ないと考えられるという議論が Footnote 4 に記さ
れた。
「プレイヤー間の懲罰行動に戦略的理由づけはないと結論付けているのであるから、そ
の際、なぜ人々は懲罰行動をとるかについて著者の議論を整理して展開していただけると
良い」という指摘については、非戦略的な懲罰行動の motivation について行われた実験研
究についてのまとめが P12 の第２段落に付加された。
第 3 章の実験では、「すべての被験者が経験している sanction stage と reward stage に
関して順序効果があるという問題点がある。それについて、今後の課題として明確に言及
すべきである」という指摘に対し、順序効果に関して Section3.5 の Discussion で言及し
た上で、後日行った順序効果の問題が生じない別のデザインの実験でも同様の結果が観察
された旨が書き加えられた。
「被験者の制度選択行動が内生化されているので、その場合の統計処理の難しさについ
ても言及すべきである」という指摘に関しては、Section3.5 の Discussion の節の中で、こ
の問題が取り上げられ、説明が加えられた。
「第 3 章の実験で、制度選択が貢献額の決定より後である場合、その結果は他者の行動
に対する予想が大きな役割を果している。しかし、その予想が合理的かつ整合的であれば、
制度選択の条件差を消去してしまう可能性もあると考えられる。第 2 章の議論との整合性
のためにも、この点について、何らかの議論をして頂きたい」という点に関しては、Section
3.5 にその議論が追加された。懲罰が事後的に選ばれると被験者が「期待」していたなら
ば、多めに貢献をするという行動が観察されたかもしれないが、被験者は実験の結果に基
づいて「期待」をアップデートすることが出来るので、選ばれることのほとんどない懲罰
制度が選ばれるという期待を維持するのは難しいという議論がなされた。
その他のコメントとして、「なぜ stranger 条件で実験を行ったかの説明を加えていただ
きたい。もし、制度選択の外的妥当性を重要視するのであれば、partner 条件の方が良い
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ように思える」という点については、one-shot game の繰り返しに近い状況を作るために、
ここでは Stranger 条件を使っている旨が実験デザインの節に書き加えられた。
「他の標準的研究と異なり、公共財供給ゲームと私的懲罰ゲームがリンクされ、後のラ
ウンドでの懲罰の可能性を確保するために、被験者が公共財貢献額を少なくする可能性が
あることについての説明を加えてほしい」という点に関しては、Footnote 4 でこのような
デザインにした理由について述べ、さらに Discussion の節でその問題点が議論された。
第 4 章には大きな修正要求が 2 点ある。
第一は、「絶対的懲罰と相対的懲罰の結果の違いが生ずる原因の一つに、他の人々の行動
に対する予想の違いである。相対的懲罰の方が他者の行動の予想が重要になるはずである
ので、ABS-H と REL-H の２条件における実験結果の差について、この点からの説明も検
討していただきたい。その際、この論理がそのまま、ABS-L と REL-L、ABS-M と REL-M
という条件の結果にも適用できるか否かを検討していただきたい」という指摘である。こ
の指摘に対しては、以下のような明確な回答があった。確かに、REL 条件では他者の貢献
額に関する期待が決定に影響すると考えられるが、この違いが一番強く出ているのは H 条
件である。この議論を L 条件と M 条件に当てはめた場合、ABS と REL に差がなかった
のは異なる理由からと考えられる。まず、L 条件の場合、そもそも最小の貢献額が閾値以
下になるという期待が少なかったという理由による。Figure 4.6 から解るように、REL-L
条件の場合、閾値以下の貢献はほとんど観察されていないため、両条件の差異は見られな
かった。一方、Figure 4.6 から、REL-M の場合は閾値以下の貢献もかなり多く観察され
ていることが解り、同時に、ABS-M では、0 貢献が多数観察され平均貢献額を下げている。
M 条件で差が観察されなかったのは、ABS-M の 0 貢献による平均値の減少と、REL-M の
閾値以下の貢献がほぼバランスしたためであると考えられる。以上に関連する議論が
Observation4.4 の後に行われているが、今回の実験では「期待」に関する指標は取ってお
らず、この議論は類推に留まるので、本文中では「期待」に関連して説明づけられてはい
ないとの説明がなされた。
第二は、「L 条件と H 条件では、協力率・利得に関して、やや高めではあるが、ある程
度、理論値通りの結果が得られている。それに対して、 M 条件では、協力率の結果は理
論値通りとはいえず、また実験データのほうが低めである。この点に関して、pp.62～63
の envy による説明は首肯できる。しかしながら、この議論は絶対的懲罰制度だけを取り
扱っており、相対懲罰制度については触れていない。相対的懲罰制度ではどうなのか。同
様な議論が必要と考える。Envy に関する議論は、第 5 章との展開にもかかわるので、整
理してより深めて展開して欲しい」という点に関して、以下のような明確な回答があった。
まず、Section4.4.4 でより丁寧な議論を追加し、また、第 5 章の Footnote 1 でもこれに
関連した説明が加えられた。ABS-M と REL-M の両条件における、初期のラウンドにおけ
る均衡からの逸脱は、相対利得差の最大化が原因となっている可能性が高いが、ラウンド
の進行に伴う結果の変化は両条件で違いがある。両条件で貢献額の平均には差がないもの
の、貢献額の分布には大きな違いがあり、この違いは両制度における人間行動の差異を大
きく反映していると考えられ、ラウンドの進行に伴う結果の変化にも影響していると思わ
れる。この点に関する議論は Section4.4.3 の最後に記されている。ABS-M でも REL-M
でも、他者が最大貢献 18 をしている時は、自分も同じ貢献をするのが最適反応であるが、
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貢献 0 が相対利得差を最大化する。このとき、後者の利得が前者より高いので、Envy を
感じる。ABS-M の場合には、Envy をなくすには自分の貢献を 0 にするしかないが、REL-M
の場合には、自分が 1 を貢献することで 0 を貢献している人よりも、高い利得を得ること
が出来る。この違いがあるため、初期のラウンドにおける均衡からの逸脱が同様に観察さ
れたとしても、期が進むととともに、人々の選択結果は ABS-M と REL-M で大きく異な
り、実際にそれが Observation 4.4 に反映している。この両制度の違いをどう評価するか
については、Observation4.4 に続く議論で詳しく述べられている。
第 5 章では、「進化ゲームの解概念である FESS を中心に議論しているが、本章での議
論は通常の進化ゲームの概念とは関係がないと思われるので、誤解を招きやすい。名前を
変えることや背景を詳述するなど、何らかの対処が必要と思われる」という指摘に対して
は、5.2 節の中で FESS の元の定義や背景を説明し、名前の由来を解りやすくするという
対応がなされた。
また、「第 4 章と異なる章とした積極的な理由も付け加えるべきである」という指摘に
関しては、Introduction が大幅に書き直され、第 4 章と第 5 章との関係がより明確になっ
た。
「情報条件の違いが本章の主要テーマであるが、その前提としては、被験者が情報を取
得し理解していることが重要である。単に情報を提示するだけでは、この点は明白ではな
い。被験者が提示された情報を利用しているか否かに関する議論が必要である」という指
摘に関しては、情報有りの条件の下で行われた事後アンケートの中の以下のような２項目
「あなたは意思決定をするときに、相手の過去の選択を参考にしたか」「相手のどのような
選択を参考にしたか」の結果分析を基に、この条件の下で多くの被験者が情報を利用して
いたことが Footnote 2 に記された。
さらに、「第 5 章での FESS による分析や結果が、第 4 章にも適用できるのか否か、その
条件なども議論が必要である」という指摘に関しては FESS によるゲームの分析結果と第
4 章の実験の結果との関係について説明する subsection 5.2.1 を加え、その差異が明確に
なった。
また、「最後の 5 ラウンドに関する分析を詳細に行っているが、その理由も明示する必
要がある」という点については、この章では、人間の long-run での行動に関心があるの
で最後の 5 ラウンドのデータを用いたことの説明が加えられた。
第 6 章では「博士論文全体のメッセージと、実験経済学、ゲーム理論、経済学などに与
える貢献は何かに関する議論を追加していただきたい」という指摘に対して、第 6 章の内
容が書き加えられた。特に、各章の貢献の中で、関連深い分野への貢献について追加され
た。
最後に、各審査委員より指摘された修正すべき詳細なコメント、誤植等については、す
べて適切に処理され修正された。以上、竹内あい氏は、全ての要求に丁寧に対応し、修正
点の説明も明確である。この修正により本博士論文の価値は一層高まった。よって博士の
学位にふさわしい完成した論文であると、審査委員全員一致で認めた。
以上
